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総 括 表 

取組名称 やちよ防災空地所有者不明土地事業 

取組主体 一般社団法人 やちよ・ひと・まちサポートセンター 

取組での連携

主体 

〇〇不動産鑑定士事務所・〇〇司法書士事務所 

取組対象地域 

(市区町村) 

八千代市 

 

調査対象土地

の状況 

八千代市高津字永森 

地番:〇〇〇〇－〇、－〇 

地目:公衆用道路  

地積:155 ㎡・13㎡ 

敷地は道路に沿ってあり、一部広い部分は、道路面より傾斜し

て下がっており、道路として利用できない状況である。特にや

や敷地が広い部分は樹齢 20 年ほどの木が伸びており道路の形

態ではない 

隣接の住宅地は平成25年には床上浸水した地区であることか

ら、住民の一時的な避難場所としての確保を通して、管理不全

の状況を改善したいと考えている(令和 3 年 4 月住民より聴取

済) 

想定した地域

福利増進事業 

防災空地として避難通路を確保する 

取組の内容 管理不全地であり、隣接の宅地所有者及び居住者においては

環境が悪化している状況である。また、過去に周辺河川の増水

により床上浸水をした地区であるため 

取組で得られ

た知見 

所有者探索における手順と行政との調整による速やかな探索 

取り組みで直

面した課題 

所有者探索での手続き書類の作成、行政側との調整、住民のと

の意見形成 

今後の取り組

みの見通し・

スケジュール 

次年度も所有者探索を継続的に実施することで解決に向けて

取り組みを実施する 

不明土地所有者の相続人を探索して所有権を回復することを

進めて、管理不全土地の所有権回復にむけ続けていく 

所有権を相続人に戻すことで、近隣土地所有者が通常の通り

利用や所有ができるようにする「ランドリバース」をすること

で土地の通常通りの利用ができるようにする 
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図表 16 地域福利増進事業のチラシ 

図表 18 市役所との協議 

図表 17 不明者土地利用の動画 

 取組（活動）の内容 

① 地域での合意形成 

１) 活動の概要と結果 

所有者不明土地に隣接する住民、八千代市役所、専門家との合意形成を行った。 

i. 地域での合意形成に向けて 

土地所有者確知必要情報提供請求においては、本目

的である住民が利用するための防災用地について、住

民の任意団体として住民の意見合成は慎重に期する必

要がある。 

そのため、住民としては管理不全土地の整備を切望

するが、今後発生する課題が想定されていることから

も詳細な調査が必要と感じているようである。 

住民からは本手続きについては法律的知識が無いこ

とから、理解できないとの申し入れを受けているが、

動画紹介などから理解をはかった。 

ii. 市との取組に至る形成 

本モデル事業においては、平成 31 年度からの活動実

績があることから、まちづくり推進室が担当すること

となった。市としては、これまでの経緯から様々な検

討がされた。 

・不明土地であるのか 

・地域福利増進事業として取り組むのに値するの

か。 

・住民としてもそれらの問題意識をもっているのか。 

・行政側と住民と十分な連携ができるのか。 

・進めるにあたり、住民側とのフォローアップなどが法人側で可能なのか。 

・住民の意見合意に向かって自治会等の理解が得られるのか。 

７月に市庁舎内でまちづくり推進室を中心とし、

各担当課が参加して会議を開催した（都市整備部まち

づくり推進室・土木管理課・建築指導課・総務部危

機管理課) 

ヒアリングとして以下の通りとなった。 

・過去の経緯から管理がされておらず不明土地で

あることが想定される。 
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・道路との境界については、資料が概略図しか残っておらず、明確な道路境界は指示で

きるような状況ではない。 

・道路わきに設置されているガードレールは私有地内にあり、誰が設置したか判断でき

ない。 

・行政側からは、防災空地としての整備については必要性を問われたが、過去において

浸水履歴があったことから、危機管理課としては、整備できるならば問題ないとの見

解であった。 

・申請を受け付ける側からすると、手続きの負担や取り組みがかなり特殊であることか

ら難航するのではないかという意見が上がった。 

・住民側としては防災空地としての要望はあるものの、対応することが難しいためが、

フォローアップする法人があれば取り組みたいとのこと。 

・フォローアップする法人自身が新規設立であるものの、主となって実施する者が過去

に多くの類似事例に関与しており実行するには充分に値すること。 

・住民の意見がまとまれば速やかに実行可能であると判断した。 

iii. 関係機関との連携について  

今回の事業を進める際に、住民と市以外に専門家グループが必要不可欠と判断し、合意

形成及び情報共有を計ることを想定した。 

裁定業務に係る千葉県は、まだ所有者不明土地であると決定してはいないため、今年度

には連携段階まではいかないものと判断した。 

業務内容 専門内容 詳細 専門家からの課題 

所有者探索

業務 

司法書士 所有者に探索には専門

家として司法書士は不

可欠である。 

戸籍情報、住民票の保存期間について

限度がある。 

探索することの先に更に次の探索が

あるのではないかと懸念 

補償金算定

業務 

不動産 

鑑定士 

不動産鑑定に応じた専

門職が必要となること

から、事前に検討する必

要性がある。 

補償金が市街化エリアにおける高額

化が想定され、住民による補償金算定

業務について支出が可能か。 

統括運営 

補助 

コンサル

ティング 

まちづく

り関連 

今後のまちづくりでの

課題となることや、地域

問題解決の見識が必要

である。 

住民での地域福利増進事業は通常で

はハードルが高い。 

波及するにはさらなる制度設計が必

要との考え 

図表 19 専門家グループ選定 
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ⅳ-3-B （戸籍情報の取得）土地所有者等を知る必要性を証する書面の交付請求書 

戸籍については以下の通りとなった。 

月日 主たる目的 内容 

９月下旬 提出書類の確認 

添付書類、説明書類作成、文言について 

国土交通省に行政側から書類について照会 

各担当課と調整実施 

１０月中 
反社会的組織の確認作業 誓約書提出 

申請書類追加 疎明書・文言の修正など 

１１月上旬 

反社会的組織の確認作業 警察より該当なしで確認がとれる 

庁内手続き開始 

庁内手続き開始、 

ガイドライン上の確認のため国土交通省に

行政側から確認作業 

１１月下旬 庁内での所有者情報 税務関連情報が無いとのこと 

１２月上旬 
住民票の取得手続き 市より住民票の取得について了解を得る 

住民票取得 住民票は無い 

１２月中旬 

住民票の除籍申請  

住民票の除籍取得 除票も無い 

戸籍(原戸籍)取得申請 担当課に原戸籍の申請実施 

戸籍取得 
不明土地所有者から、子供、孫までの一部

が把握が可能となった 

１２月下旬 行政側と協議 
家系図作成により今後の手続きについて法

人・司法書士にて確認作業実施 

１月上旬 孫世代の戸籍取得申請 
昭和初期時代までの相続人が把握が可能と

なった 

１月中旬 行政側と協議 

探索についてどこまで実施するかの協議、

法人側としては生存している方までたどり

着きたいと要望 

１月下旬 

ひ孫世代の戸籍取得申請 申請書提出 

現状調査 
現状把握できるネットワークにより既に亡

くなっていることが判明 

２月上旬 戸籍申請不交付通知 

行政側からひ孫世代は存命している可能性

がゼロではないので、戸籍についての請求

については不交付。法人側での現地調査実

施をする手法において探索するように求め

られる 

図表 31 戸籍情報の取得の流れ 
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図表 32 相続図 

v. 結果（戸籍によって把握ができた内容） 

 

現状は、玄孫の代までの相続人であろ

う方(確定ではない)について調査ができ

たものの、詳細な戸籍調査まではたどり

着いてはない。 

行政側から、これ以上の申請について

は、相続人であろう方がご存命のケース

が出てくるので、申請については困難で

あると通知書による回答があった。 

次年度については、調査を継続し、追跡

調査を進めたいが、行政側からの情報の

取得が困難であるため次なる手法の検討

が必要である。 

・ひ孫でご存命の方を探索する 

・６名のひ孫が判明しているが、全国

にちらばっていることが想定される 

・ご存命の方がおられれば、委任を受

けて相続人の把握を進めていくこと

が可能だが、そこまでの理解を得る

ことが可能か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２) 活動によって得られた成果・知見 

・行政との手続きについて（各種添付書類等） 

・住民との意見形成 

・所有者探索に伴う連携によるノウハウ 

・変則登記での探索手法について 
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ii. 土地所有者等を知る必要性を称する書面の交付請求について 

現在のガイドイランに沿うと、行政側に過度の事務負担がかかり、タイムロスも生

じる。住民票・住民票の除票・戸籍謄本・戸籍の除票などを取得する際にも行政側に何

回も申請をすることになってしまう。申請をしても事務の関係で 10日間は必要となっ

てくるケースもあり、申請についても問われると考えられる。 

 

現在の書面の交付請求の手順 

１つの請求結果の後に次の申請書類の提出をしなければならない 

 

Step1 住民票 取得のための書類作成 
▼ 

Step2 八千代市（まちづくり推進室）に申請 
▼ 

Step3 八千代市（まちづくり推進室）より申請許可 
▼ 

Step4 八千代市（戸籍課）より書類無の回答 
▼ 

Step5 住民票除票 取得のための書類作成 
▼ 

Step6 八千代市（まちづくり推進室）に申請 
▼ 

Step7 八千代市（まちづくり推進室）より申請許可 
▼ 

Step8 八千代市（戸籍課）より書類無の回答 
▼ 

Step9 戸籍謄本 取得のための書類作成 
▼ 

Step10 八千代市（まちづくり推進室）に申請 
▼ 

Step11 八千代市（まちづくり推進室）より申請許可 
▼ 

Step12 八千代市（戸籍課）より書類無の回答 
▼ 

Step13 戸籍除票 取得のための書類作成 
▼ 

Step14 八千代市（まちづくり推進室）に申請 
▼ 

Step15 八千代市（まちづくり推進室）より申請許可 
▼ 

Step16 八千代市（戸籍課）より書類無の回答 
▼ 

Step17 戸籍附票 取得のための書類作成 
▼ 

Step18 八千代市（まちづくり推進室）に申請 
▼ 

Step19 八千代市（まちづくり推進室）より申請許可 
▼ 

Step20 八千代市（戸籍課）より書類の回答 
 

図表 33 各書面交付請求の流れ  













27 

 

そのため今回の地域福利増進事業において、避難通路（空地）として確保することで、住

民の生命と安全を目指す取り組みである。 

このように、左側に河川（高津川）があり一つしかない道路から浸水することになるた

め、宅地の裏面から今回の整備によって避難路を確保するものです。 

図表 51 不明者土地に避難通路を設置したイメージ図 

 

２) 活動によって得られた成果・知見 

・地域福利増進事業に至るスキーム構築において、まずは住民自身の安全確保のための

事業であることから、目的が明確である 

・管理不能な土地を利用することは、住民の理解を得やすいことや、協力を得やすい 

・住宅地隣接地であることからも住民の意識も高い 

・住民自身が年齢的に高齢化していることも今後の地域福利増進事業が難航する一因に

なると考えられる 

 

３) 実施における課題 

・住民からは、地位福利増進事業の難解な取り組みについて理解が必要 

・困っているが、このような取り組みでない探索できないことは、住民にとってはあま

り取り組みをしたいと思わせる制度ではない 

・多くの住民利害が一致すればこのように取り組みが実施できるが、全員一致での事業

を進めることは大変困難ではないか 



28 

 

 取組内容のまとめ 

① 本取組で得られた成果・知見 

平成 30 年度のモデル事業から「緑が丘西自治会」として空き地対策事業実施をしてきた

が事業推進にあたり、任意組織としての活動に良い点もあるが、実務上限界を感じるとこ

ろがあった。令和 3 年 4 月一般社団法人を設立し 1 年活動をしてきたが振り返ってそれぞ

れの点を以下に挙げる。 

 

【自治会任意組織のメリット】 

・住民組織のため活動目的が明確であり、範囲を絞れる 

⇒利活用や、管理などが重点目標となる。範囲は住民が居住しているエリアとなる 

・住民の意見を吸い上げやすい 

⇒住民組織のため住民意見が出やすい 

 

【自治会任意組織のデメリット】 

・任意団体のため主たるメンバーに活動量が偏る 

⇒取組には先頭になって引っ張る存在が必要であり、多くの自治会は困難でもある 

・自治会組織のため自治会資金を充てるには総会等の議決が必要 

⇒総会での一致が求められ、資金については乏しいのが現状 

・任意組織のため信頼性が低い 

⇒運転資金確保など金融機関からの融資などは厳しい 

 

【法人格のメリット】 

・資金調達面、専門家への業務の委託、相談対応時の法人格による安定性と社会的な

信用が確保できる。 

・任意組織から法人格によって活動範囲が拡大する 

・法人格を持つことで、任意団体や個人として活動していた時に比べて、定款を作成

することや、手続きを踏むことにより、設立した法人であることや、理事に専門分

野の方々が参画してくれることで社会的な信用が深まること 

 

【法人格のデメリットと課題】 

・活動費の捻出が課題となる。ボランティアの要素が高く、ビジネスモデルとしての 

成立は困難である。 

・コミュニティービジネスとして定着が可能かは非常に困難であり、処理をして収益 

性に関しては非常に低い。最短で２～３年前後で所有者が確定しそうな状況化であ 

ることから営利法人等は難しい取り組みとなる。 
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 ・同様に 2～3 年単位の支援等の資金的な援助が必要となる。 

 

【一般社団と NPO との比較について】 

設立にあたっては、2 形態の法人格を検討したものの、NPO の場合は認証制であること

や 10 名の理事が最低必要であることから、一般社団を設立にするに至る。また資本金等も

必要がないためなどのメリットがあった。 

② 本取組の課題 

法人格取得による課題 

・法人を維持するためにも限られた資源の中から活動資金を維持できる取り組みが必要 

・設立時には信用度がまだついていないことからも法人運用までには時間がかかること。 

 

法人格を取得したことによる影響 

・地域の活動範囲が今回のように広がるということが可能となる。 

・行政に関しては、まだ初回の取組のため法人格については特段問題意識を感じてはな

い。 

・各専門家に対する依頼については取得によって信頼度は向上した 

・住民説明に関しては、法人目的が明確になったことが説明しやすく、営利法人でない 

ことからも安心感をもたれる。 

・行政側からの資金援助は昨今の予算状況から困難であると考えられ、不明土地の処 

理は容易に進むようにはならないケースが想定される。 

 

③ 今後の取組の見通し・スケジュール 

次年度については、行政側からの情報の取得が困難であるが調査を継続し、本来の土地所

有者の確定にこぎつけたい 

・ひ孫の方でご存命の方を探索する 

・６名のひ孫が判明しているが、全国にちらばっていることが想定される 

・ご存命の方がおられれば、委任を受けて相続人の把握を進めていくことが可能だが、そ

こまでの理解を得ることが可能かを探っていく 

・このような類似ケースが出てくると思われるため、手続簡素化も併せてすすめることは

重要である。不明者土地で困っている問題を迅速に解決し福利増進事業をすすめるスキ

ームをつくる 

・可能であれば、現在の所有者不明土地となっているが、所有権を現状想定される相続人

に確定をさせて、今回の一般社団法人に所有権を移転することで土地の権利関係を整理

整頓して、近隣所有者の意向から所有権を他に切り替えていくことてで、土地をもとに

回復する「ランドリバース」という形で利活用ができる状態にしたいと考えている 




